





Young women’s employment after the Financial Crisis 
日米比較の視点から






25 歳から 34 歳の若年女性層の就業について、いわゆるリーマンショック以降の状況に重点を置いて考えてみ
たい2。 
まず、若年女性の年齢層を 25 歳から 34 歳とした理由についてふれておきたい。就職して働き始めるのは、






綻したのが 2008 年 9 月、日経平均や米国ダウ平均が大底をつけたのが 2009 年 3 月だ。米国 CES 統計で非
農業雇用者数の推移を見ても、米国 CPS 統計で就業者数の推移を見ても、2008 年後半から減少が目立ち、
2009 年第 4 四半期から 2010 年第 1 四半期あたりが大底で 2011 年に入ると底離れがはっきりしてくる。日本
の労働力調査の就業者数で推移を見ると、2009 年に入ると直ぐに減少し始め、2009 年半ばには大底に入っ






















































表 2 主要業種の 1 人平均月間賃金（2010 年から 2014 年の平均値） 
（注）出所は厚生労働省：毎月勤労統計（5 人以上事業所）、常用労働者現金給与支給総額、単位千円 
北海道 東北 南関東 北関東甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州
沖縄
農業，林業 0.66 5.20 2.21 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.17
建設業 2.04 0.00 1.42 0.94 1.38 0.79 1.00 0.80 1.47 0.58 0.84
製造業 10.63 0.48 1.16 0.75 1.41 1.37 1.57 1.00 1.01 0.77 0.78
電気・ガス・熱供給・水道業 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
情報通信業 3.65 0.47 0.79 1.98 0.64 0.00 0.56 0.67 0.33 0.00 0.47
運輸業，郵便業 2.10 0.00 1.15 1.26 1.34 0.00 1.11 1.07 0.57 0.00 0.82
卸売業，小売業 19.38 1.01 1.05 1.01 0.99 1.00 0.95 1.07 0.99 0.85 0.97
金融業，保険業 4.01 1.07 0.72 1.24 0.70 1.21 0.95 0.97 0.90 1.47 0.71
不動産業，物品賃貸業 1.33 0.00 0.54 1.51 0.00 0.00 0.88 0.92 0.00 0.00 0.86
学術研究，専門・技術サービス業 3.32 0.26 0.87 1.44 0.85 0.00 0.88 0.99 1.08 0.00 0.60
宿泊業，飲食サービス業 6.24 1.37 0.93 0.97 0.98 0.90 0.98 0.98 1.06 1.13 1.19
生活関連サービス業，娯楽業 5.42 0.95 1.07 1.06 1.04 0.89 0.97 1.10 0.88 1.09 0.90
教育，学習支援業 6.47 1.06 0.82 0.97 0.94 0.75 0.99 1.20 1.02 1.09 0.97
医療，福祉 23.80 1.15 1.13 0.80 1.05 1.15 0.95 1.01 1.23 1.33 1.25
複合サービス事業 0.72 0.00 0.00 0.88 0.00 0.00 0.81 0.85 0.00 0.00 1.19
サービス業（他に分類されないもの） 5.83 1.03 0.95 1.22 0.72 0.83 0.95 0.98 0.92 0.61 0.88
公務（他に分類されるものを除く） 2.60 1.65 1.12 0.86 1.09 1.86 0.79 0.95 1.38 2.72 1.10




実額 計（＊）との差 実額 計（＊）との差
調査産業計 405 0 207 0
鉱業，採石業，砂利採取業 379 ▲ 25 249 42
建設業 387 ▲ 18 234 27
製造業 411 7 210 3
電気・ガス・熱供給・水道業 569 164 369 162
情報通信業 504 100 330 123
運輸業，郵便業 383 ▲ 22 199 ▲ 8
卸売業，小売業 398 ▲ 7 162 ▲ 45
金融業，保険業 515 111 302 95
不動産業，物品賃貸業 426 21 231 24
学術研究，専門・技術サービス業 478 74 291 84
宿泊業，飲食サービス業 285 ▲ 120 93 ▲ 114
生活関連サービス業，娯楽業 300 ▲ 104 161 ▲ 46
教育，学習支援業 497 93 314 107
医療，福祉 370 ▲ 34 257 50
複合サービス事業 431 26 266 59





















ち 6 地域で１以上となっている。第二に挙げられるのが、「医療、福祉」（以下、医療福祉と略称）だ。こちらも 8
地域で 1 以上だ。次に、製造業と医療福祉の賃金水準を、表 2 で確認しておこう。製造業は一般雇用も女性
雇用も平均並みだ。医療福祉の賃金水準は、一般雇用では平均を下回るが、女性雇用では平均を上回る。
25 歳から 34 歳の年齢層では正規雇用での就業も多く、一般雇用での水準が低いことも考慮したほうが良い
だろう。以上から、南関東において特化係数の高い 3 業種は既に述べたとおり賃金水準が高い一方で、南関
東以外の地域において特化係数の高い 2 業種の賃金水準はそれには及ばない様子が確認できる。 
更に、これらの業種に対する就業者が雇用全体に占める割合を確認しておこう。製造業も医療福祉も、共
に雇用に占める割合が高い業種だ。この 2 業種の就業者に、その特性上各地域において 1 前後の特化係数
を維持し且つ雇用全体に占める割合も高い「卸売業、小売業」の就業者を加え、南関東以外の地域の若年女
性就業者に占める割合を算出すると、その割合は 2010 年から 2015 年の平均で全体の 57％だ。一方で南関
東において同様にこれら 3 業種の就業者を合算しても、その割合は若年女性就業者全体の 47％に過ぎない。
これら 3 業種に賃金水準の低い「宿泊業、飲食サービス業」や「生活関連サービス業、娯楽業」の就業者を加
えた割合を見ると、南関東では 58％、南関東以外の地域での合計では 69％となる。逆に言えば、南関東以外
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推移を統計上遡れる 2007 年から確認しても、2015 年の就業者数は 3 業種共に 2007 年を上回っているもの
の、それぞれ 1 割前後の増加に留まっている。これら 3 業種を合算したものを上回る構成比となっている医療





米国では、25 歳から 34 歳の女性雇用者数を若年女性雇用者数として、各州（DC を含む、州名は略記）に
おける変動について、リーマンショック以降の推移を辿った。2010 年第 2 四半期を基準時点として、最も間近






















表 3 雇用者数から見た米国主要州の若年女性の就業構造（構成比） 




である8。若年女性に限らず全体としての雇用の伸びを 2010 年から 2015 年の非農業雇用者数の暦年値の推
移でみると、FL、SC、TN、TX、CO、MI はその伸び率が全米のそれを上回っており、若年女性の雇用の大き
な伸びは全体の雇用の大きな伸びを反映しているだけといった可能性がある。そこで本稿では、雇用全体の
NY MA DC ID AZ
Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting 0.2 0.2 0.0 2.3 0.5
Mining, Quarrying, and Oil and Gas Extraction 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2
Utilities 0.2 0.2 0.1 0.2 0.4
Construction 1.3 1.3 0.6 1.7 1.9
Manufacturing 2.5 3.3 0.1 4.7 2.8
Wholesale Trade 2.9 2.0 0.6 2.4 1.9
Retail Trade 10.5 9.2 3.9 12.9 11.9
Transportation and Warehousing 1.6 1.2 0.5 1.1 1.5
Information 3.7 2.4 2.9 1.3 1.5
Finance and Insurance 6.2 5.3 2.2 5.1 7.5
Real Estate and Rental and Leasing 1.3 1.0 1.8 1.1 1.8
Professional, Scientific, and Technical Services 9.5 9.2 22.7 4.7 5.4
Management of Companies and Enterprises 2.2 2.1 0.3 1.0 1.3
Administrative and Support and Waste
Management and Remediation Services 5.1 4.3 7.4 6.2 9.0
Educational Services 10.4 11.3 11.8 9.6 10.1
Health Care and Social Assistance 24.0 28.2 15.8 26.0 22.3
Arts, Entertainment, and Recreation 2.2 1.9 1.7 1.9 2.0
Accommodation and Food Services 8.9 10.2 9.9 11.0 11.2
Other Services (except Public Administration) 3.8 4.1 14.3 2.8 2.9












わらず若年女性雇用者の増え方が小さい或いは減っている州に絞り、ID と AZ を取り上げる。 
取り上げた 5 つの州の若年女性雇用者数全体に対する各業種のそれを割合にして並べてみたのが表 3 で
ある。総じて言えるのは、若年女性雇用者の増加が大きい州では「Information」（以下、米国情報）と
「Professional, Scientific and Technical Services」（以下、米国専門サービス）の割合が高くなっている。両者は
賃金水準も高い10。「Finance and Insurance」（以下、米国金融）の割合は DC で低く、NY と MA でも AZ や ID
と大きな違いはないが、当該業種の両州における賃金水準を見ると、前 2 者と同様に、賃金の絶対的な水準
でも当該州の平均的な賃金水準との比較でも、AZ や ID を大きく上回っており、3 つの州において特徴的な




た業種の若年女性雇用者の推移を、2010 年第 2 四半期と 2015 年第 4 四半期の数値を比較する形で確認し
たところ、3 州共に増加しているのは米国専門サービスのみであり、米国情報はバラつきがあるがおおむね横







れら 3 業種の推移を確認してみよう11。 
まず、全米ベースの男女計で見た米国金融と米国情報の雇用者数について、1990 年以降でその推移を





者における女性比率は 1990 年時点で 49％だ。以降ジリジリと低下しており、2015 年は 40％にまで下がって
いる。特に大きく下がっているのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4 割を占めていた
Telecommunications であり、1990 年には 51％あった女性比率が、2015 年では 33％へと下がっている。雇用
者数がピークをつけた 2000 年から足元 2015 年までの実数ベースでの推移を見ると、男女計では 24％の減少
に留まるのに対して女性は 35％の減少となり、女性のほうが大きく減っている。米国金融でも同様の女性比率
の低下が起きている。米国金融の雇用者における女性比率は 1990 年時点で 67％だ。以降ジリジリと低下して
おり、2015 年は 62％にまで下がっている。低下が目立つのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4
割を占めていた Commercial banking で、1990 年には 74％だった女性比率が、その後一旦 76％まで上昇し
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女性雇用者数の増加が目立つ 3 州においても 2010 年第 2 四半期から 2015 年第 4 四半期にかけて若年女
性雇用者数が減少している米国金融を例にとって考えてみよう。米国金融の女性雇用者総数は米国情報の
それの 3 倍以上であり、その推移は女性の雇用に与える影響が大きい。米国金融における女性雇用の減少
の原因としては、既に述べたとおり Commercial banking における雇用者数の減少が一因だ。背景として、
Commercial banking における雇用の多くを占め、且つ一般的に女性が多いとされるバックオフィス関連雇用
が、技術進歩の中で削減されている可能性を考えて良いのではないか。バックオフィス業務はエントリー業務
を多く抱えていることもふまえれば、NY でも MA でも DC でもリーマンショック以降の若年女性層の金融関連
雇用が減っていることと平仄が合う。 
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6 米国CPS統計で 25歳から 34歳の女性就業者数の推移を見ると、1980年代後半頃から大雑把に言って横ばいで推移し
ているが、2010年以降はゆるやかな増加局面となっている。 
7 米国センサス局の Quarterly Workforce Indicators（QWI）を使い、2009年第 3四半期から 2015年第 4四半期までの四半
期毎の数値を、4 四半期後方移動平均をかけて当該四半期の数値を算出している。従って、2015 年第 4 半期の数値
は、2015年第 1四半期から同年第 4四半期までの数値を平均したもの。但し、MAは 2010年第 2四半期以降の数値
しかないため、2009年第 3四半期から 2009年第 1四半期まで、2010年第 2四半期の数値を仮置きして計算した。 
8 全米の変化率を 3％ポイント以上上回っている州。全米の数値は、各州の数値の合計を算出して使用した。 
9 全米の変化率を 3％ポイント以上下回っている州。全米の数値は、各州の数値の合計を算出して使用した。 
10 雇用者数の推移同様、米国センサス局の Quarterly Workforce Indicators（QWI）を使い、2009 年第 3 四半期から 2015
年第 4四半期までの四半期毎の数値を、4四半期後方移動平均をかけて当該四半期の数値を算出した。 
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14 なお、若年女性の全体的な賃金水準について、米国で取り上げた若年女性就業者を大きく増やしている 3 州の中では
最も低いMAと、そうではない 2州の中でより高いAZで比較すると、MAの方が 3割ほど高くなっている。こうした全体
的な賃金水準の高さが雇用者の増加に果たす役割も大きいと思われるが、本稿では割愛した。 
130
